
新潟市男女共同参画市民団体協働事業に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，男女共同参画社会の実現を目的として，団体・グループが新潟

市と協働で実施する事業について，必要な事項を定める。 

（対象団体） 

第２条 対象となる団体・グループ（以下「団体」という。）は，自主的に活動を行っ

ている民間の団体で，次の要件を満たしているものとする。 

（１）新潟市内を活動拠点とし，５名以上の構成員を有する団体であること。 

（２）男女共同参画の推進に資する活動を１年以上行っている団体であること。 

（３）特定の政党またはこれらに類する政治団体および宗教活動や営利活動を目的

とする団体でないこと。 

（４）事業の企画，実施から実績報告まで遅滞なく履行できること。 

（対象事業） 

第３条 対象となる事業は，次の要件を全て満たしているものとする。 

（１）男女共同参画社会の実現に向け，新潟市と協働して実施する事業であること。 

（２）新潟市内において，一般に公開される事業であること。 

（３）事業実施に際して営利，政治，宗教活動が行われないこと。 

（４）国又は地方公共団体等から補助を受けていない事業であること。 

（事業の申請） 

第４条 事業の申請をしようとする団体は，申請書（別記様式第１号）に次に掲げる

書類を添付し，定められた期日までに申請するものとする。 

（１）事業計画書（別記様式第２号） 

（２）収支予算書（別記様式第３号） 

（３）団体の概要に関する調書（別記様式第４号） 

（４）前年度の活動報告書及び収支計算書 

（５）その他事業に関する資料 

（審査） 

第５条 前条の規定に基づき申請された事業について，男女共同参画推進センター運

営委員会で審査を行う。 

（実施事業の決定） 

第６条 市長は，男女共同参画推進センター運営委員会の審査結果に基づき実施事業

を決定し，採用の可否について決定通知書（別記様式第５号）または結果通知書（別

記様式第６号）により，第４条の規定に基づき申請した団体に通知する。 

（事業の委託） 



第７条 事業の実施に当たっては，前条の規定に基づき決定した団体（以下「事業実

施団体」という。）に委託して実施するものとし，委託の決定について，前条の実施

事業の決定と併せ決定通知書（別記様式第５号）により通知する。 

２ 事業実施団体は，事業を第三者に再委託してはならない。ただし，あらかじめ書

面による市長の承認を受けた場合は，この限りでない。 

（経費負担および対象経費） 

第８条 事業実施に要する経費は，予算の範囲内で新潟市が負担するものとする。 

２ 新潟市が負担する対象は，事業実施に直接要する次に掲げる経費とする。ただし，

事業実施団体の構成員に係る人件費及び旅費の合計額は全体の委託料の５０パーセ

ントを超えないものとする。 

（１）人件費 （事業開催当日分に限る。） 

（２）講師謝金（事業実施団体の構成員が講師をする場合を除く） 

（３）旅費（事業開催当日分に限る） 

（４）消耗品費 

（５）印刷製本費 

（６）郵便料等 

（７）保険料 

（８）使用料・賃借料 

（９）その他市長が必要と認める経費（事業実施団体の管理運営経費や自ら負担す

べき性格を要する経費を除く） 

（協議） 

第９条 市長は，実施事業決定後，速やかに事業実施団体との協議の場を設けるもの

とする。 

２ 市長は，事業実施団体との協議により，事業内容等を変更することができる。 

３ 協議の上，変更が生じた事項については，事業実施団体が記録し，市長と事業実

施団体の双方で保管するものとする。 

（事業の変更等） 

第１０条 事業実施団体は，当該申請内容に変更がある場合は，あらかじめ変更申請

書（別記様式第７号）により市長に申請しなければならない。ただし，前条による

協議の結果，事業内容を変更する場合を除く。 

（実施報告） 

第１１条 事業実施団体は，事業終了後速やかに，実施報告書（別記様式第８号）に

必要書類を添付し，報告するものとする。 

（委託料の支払い） 

第１２条 市長は，前条の実施報告書を審査の上，委託料の額を決定し，委託料決定



通知書（別記様式第９号）により通知する。 

２ 事業実施団体は，前項の委託料決定通知書を受理した後，委託料請求書（別記様

式第１０号）により，委託料の支払いを請求することができる。 

３ 市長は，前項の請求を受理した時は，その日から３０日以内に委託料を事業実施

団体に支払うものとする。 

（委託決定の取消等） 

第１３条 市長は，事業実施団体が次のいずれかに該当する場合は，委託の決定を取

り消すことができる。また，委託料の支払い後，次のいずれかに該当することが判

明した場合は，委託料の全部または一部の返還を命じることができる。 

（１）申請に関して虚偽または不正の事実があるとき 

（２）委託料を対象事業以外に使用したとき 

（３）委託料支払いの要件その他本要綱の規定に違反したとき 

（４）その他，市長が委託料を支払うに適しないと認めたとき 

（調査） 

第１４条 市長は，本事業の目的を達成するために必要があると認めるときは，実地

に調査することができる。 

（その他） 

第１５条 この要項に定めるほか必要な事項は，市長が別に定めるものとする。 

 

 附 則 

 この要綱は，平成２４年９月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２５年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２９年３月３０日から施行する。 

   附 則 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 


